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平成28年8月31日

養護教諭関係団体連絡会

会 長 後藤 ひとみ

文部科学省初等中等教育局

局 長 藤 原 誠 様

これからの養護教諭の養成および研修等の改善について(要望)

養護教諭は、昭和16年(1941年)の国民学校令において教育職員としての身分が確立し、その職務

は昭和22年(1947年)の学校教育法において「養護をつかさどる」と規定されました。国民学校令か

ら70年余りが経過し、この間、養護教諭は子供たちの心身の健康の保持と増進を担い、世界に類のな

い日本固有の教育職として発展してきました。

現在、昨年12月21日に発出された中央教育審議会の答申を受けて、学校の役割の見直しおよび教

員の養成・採用"研修の一体的な改革が進められています。こうした中、子供の多様な心身の健康課題

に対応している養護教諭が、学校保健活動推進の中核として、また学校内外の関係者との連携・協働に

おいてコーディネーターの役割を十分果たせるよう環境を整備するとともに、資質能力の向上を図る必

要があります。

本会は、養護教諭の養成・採用・研修等に関する施策の提案と実現に向けた取り組みを行うことを目

的として、現職養護教諭や養成教育に関わる全国組織の7団体※1で構成しています。昨年11月19日

には、前文部科学大臣に「養護教諭の養成・採用・研修の充実に向けて(要望)」を提出し、国の大綱

的指針のなかに養護教諭の専門性をふまえた研修計画の策定と実施について明示していただきたい、養

護教諭に関する制度設計では本会を起用していただきたいこと等を要望致しました。

その後、中央教育審議会答申「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について」をふまえ

た「これからの養護教諭の在り方について」、養護教諭養成の立場からと現職養護教諭の立場から、健

康教育・食育課のヒアリングを受けたところです。

今後、学校教育法や教育職員免許法等の改正が予定されていることから、チーム学校を支える教員と

して、教諭と同等に、養護教諭の養成および研修等に関する施策に特段のご配慮を賜りたく、下請こつ

いて要望致します。
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要望事項

1.教育職員免許法、同法施行令、伺法施行規則において規定されている養護教諭の教職課程にかか 

わる単位数や専門科目内容、及び課程認定等の抜本的な見直しをはかること 

1)教諭の教職課程の改善の方向として示された科目区分の変更(3区分から5区分にすること)を

養護教諭にも適用すること

2 )養護教諭免許状取得のために必要な科目の総単位数を現行の56単位から教諭と同じ59単位に

すること

3)養護教諭の専門科目の抜本的な見直しをすること

4 )課程認定における専任教員の規定を養護教諭にふさわしい内容にすること

【理由】

養護教諭は教員として、今後も教諭とともに新たな教育課題に対応する必要があるため(別添資料1 ) 、

中央教育審議会「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について(答申)」で提案されてい

る改善の方向(3区分を撤廃して5区分とする)を養護教諭にも適用し、現行の「養護に関する科目」

「教職に関する科目」 「養護又は教職に関する科目」の3区分を撤廃し、新たな区分としていただきた

m田園

その際、養護教諭免許状取得のために必要な科目の総単位数が教諭に比べて3単位少ないことの改善

も併せてご検討いただきたい。具体的には、教諭の「各教科の指導法」に相当する科目(仮に「養護に

関する指導法」とする)を新設するなどして、教諭と同等の:59単位としていただきたい。これは、養

護教諭の有する知識や技能などの専門性を保健教育に活用するため、授業等への参画が増える中、アク

ティブラーニングの視点を踏まえた実践的指導力の向上を図るためにも、指導法を含む科目が必要と考

えるからである。

また、養護教諭として-定の専門的な資質能力を担保し、深刻化する子供の現代的な健康課題に対応

できるようにするためには、長い間大幅な変更のなされていない専門科目「養護に関する科目」を抜本

的に改善する必要がある。また「養護又は教職に関する科目」は、平成10年度の免許法改正で導入さ

れた選択履修方式の科目区分であるが、養護に関する専門科目を全く履修することなく専修免許状の取

得が可能であるなどの課題がある。専門的な資質能力の育成のために、選択履修の単位数を養護の専門

科目に充てることなども含めた検討をお願いしたい。養護の専門科目充実のための具体的な検討に当た

っては、本会が作成した科目案傷口添資料2)を活用していただきたい。

ー40-



さらに、教職課程認定基準では、 「養護に関する科目」の必要専任教員数は「3人以上」とあるが、

その専門については、 「看護学(臨床実習及び救急処置を含む。 ) 」には専任教員を1人以上置かなけれ

ばならないとあるのみで、他の必要専任教員については言及していないため、養護の専門科目を支える

教員の専門性が曖昧である。専門科目内容の検討とともに、専任教員についても検討する時期にあると

考える。

2.教育公務員特例法、同法施行令で規定されている養護教諭の研修を教諭と同等に法制上保証し、 

教職キャリアに応じた研修の充実をはかること 

1 )新たな教員研修制度の設計において、国が定める大綱の中で、養護教諭を教諭と同等の研修体系

-に位置づける旨を明示すること

2) 1校1名配置の多い養護教諭の専門的な資質能力育成のための独自の制度を設計すること

3 )養護教諭の管理職登用のための研修や制度を保証すること

【理由】

現行の教育公務員特例法の規定では、養護教諭は「教員」であるが「教諭等」には含まれていないこ

とから、教諭等に行う初任者研修(第23条)および10年経験者研修(第24条)の対象に含まれてい

ないため、校内研修や校外研修の日数が教諭に比べて圧倒的に少ない。養護教諭も教諭と同等に教員育

成指標に基づき、キャリアステージに応じた体系的な研修が不可欠である。よって、今後整備される新

たな教員研修制度の設計においては、養護教諭の研修を法的に保証し、若手教員研修やミドルリーダー

を育成する研修等、教職キャリアに応じた研修の対象としていただきたい。その際、1校に1名配置が

大半である養護教諭の研修体制として、地域の研修リーダーを中心とした独自の研修体制や、養護教諭

に特化したメンター方式のチーム研修等の先進的な事例を参考にしていただきたい。

また、主幹養護教諭等としてリーダーシップやマネジメント能力を高め、管理職に登用される養護教

諭が増えていることから、適任者が管理職として活躍するための研修や教職大学院での教育を受けられ

るよう望みたい。一方、養護教諭経験者の管理職は、文部科学省の統計で「民間人校長等」として公表

されるなどの不合理な現状がある。民間人校長とは区別し、教員としての取り扱いを望む。

3.「学校保健法の一部を改正する法律」の参議院附帯決議(平成20年5月30目)及び衆議院附帯 

決議(平成20年6月10日)を実現すること 
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1 )参議院における上記附帯決議の第一項一第三項を速やかに実現すること

一
近年、養護教諭に求められる、学校内外の連携を図るコーディネーター的役割や保健教育の推進、

特別支援教育への対応等、その役割の増加にかんがみ、養護教諭の未配置校の解消・複数配置の拡

充や退職養護教諭の活用の推進等、学校保健を支える人的資源及び学校における救急処置、健康相

談又は保健指導を行うための保健室の施設設備など物的資源の一層の充実を図ること。

二 多様化・複雑化した子どもの健康上の課題への適切な対応が可能となるよう、養護教諭に対する

研修及び教員養成段階における教育内容の充実を図ること。

三 学校保健の重要性に対する教職員の意識向上を図り、子どもの健康上の課題に学校全体で取組む

体制を整備するため、大学等における教員養成課程をはじめとして、現職教員研修、とりわけ管理

職研修において、学校保健に係る知識や指導方法を習得するカリキュラムの一層の充実を図ること。

2 )衆議院における上記附帯決議の第一項一第三項を速やかに実現すること

一
近年、養護教諭に求められる、学校内外の連携を図るコーディネーター的役割や保健教育の推進、

特別支援教育への対応等、その役割の増加に対応するため、養護教諭の未配置校の解消・複数配置

の拡充や退職養護教諭の活用の推進等、学校保健を支える人的資源の一層の充実を図ること。

ニ 多様化"複雑化した子どもの健康上の課題への適切な対応が可能となるよう、養護教諭に対する

研修の充実を図ること。

三 学校保健の重要性に対する教職員の意識向上を図り、子どもの健康上の課題に学校全体で取組む

体制を整備するため、大学等における教員養成課程をはじめとして、現職教員研修、とりわけ管理

職研修において、学校保健に係る知識や指導方法を習得するカリキュラムの一層の充実を図ること。

【理由】

平成20年の「学校保健安全法等の〇割を改正する法律」の附帯決議から8年経つが、その項目の多

くが実現していない。特に、 「公立義務教育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律」に

定められた養護教諭の複数配置基準(小学校851人以上、中学校・高等学校801人以上、特別支援学

校61人以上)を引き下げる必要がある。

中央教育審議会「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策について(答申)」にも示されたよ

うに、子供の心身の健康課題が多様化、深刻化する中、養護教諭は、身体的不調の背景に、いじめや虐

待などの問題が関わっていること等のサインにいち早く気付くことのできる立場にあり、児童生徒の健

康相談のみならず教職員や保護者からの相談を受けることも増えている。また、心と体の両面に対応で

きる専門性を生かし、特別な支援を必要とする子供をはじめ様々な課題を抱える子供に対して生徒指導
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面でも大きな役割を担っている。養護教諭が一人ひとりにより丁寧に向き合うため、人的、物的な改善

を望む。

さらに、今後、チーム学校として様々な専門的知識等を有する者が配置される中、学校保健活動にお

いて学校内外の連携を図るコーディネーター的役割を果たしている養護教諭が、:専門的な知識や技能を

生かし協働していけるような環境の整備についても検討していただきたい。

※1 「養護教諭関係団体連絡会」構成団体:

日本養護教諭教育学会、全国養護教諭連絡協議会、日本養護教諭養成大学協議会、

日本教育大学協会全国養護部門、全国私立大学・短期大学(部)養護教諭養成課程研究会、

日本健康相談活動学会、日本看護系大学協議会養護教諭養成教育検討委員会

○別添資料1 : 「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上について」 【中教審答申との比較版】

○別添資料2 : 「養護及び指導法」に関する科目(案)とその内容、科目設定の理由(根拠等)一覧表
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平成28年「〇月28日

中央教育審議会初等中等教育分科会

教育課程企画特別部会主査 無藤 隆

文部科学省初等中等教育局教育課程課

全国養護教諭連絡協議会 御中

中央教育審議会初等中等教育分科会

教育課程企画特別部会における意見発表について(依頼)

日々ますます御清栄のこととお慶び申し上げます。

先に依頼しました標記会議における意見発表について、次のとおり開催致しますので、

御多忙のところとは存じますが、御出席くださいますようお願い申し上げます。

当日の運営方法の詳細は、別紙1を御参照下さい。

また、御出席いただくにあたりまして御提出いただきたい書類等がございますので、

別紙2を御参照の上、御持参下さい。

記

日 時: 平成28年11月4白 く金)  「5:○○-17:○○

貴団体の発表時間:15:35-15:45

タイムテーブル:別紙1のとおり

場 所:文部科学省 3階第一講堂

集 合: 14: 55に3階第一講堂にご参集下さい。

(次ページに留意事項がございますので御確認下さい。 )
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《留意事項か

(1)意見発表の時間は1団体当たり「 〇分以内とさせていただきます。

(2)可能でしたら、発表の内容を書面にまとめたものを、予め電子メールにより事務

局に御提出ください。また、その他に資料を配付される場合も、予め御提出を御願

いいたします。

提出先: kb-katei@mext. go. jp

(3)御提出いただいた資料につきましては、文部科学省にて印刷の上、当日机上及び

傍聴席に配布させていただきます。また、後日文部科学省ホームページにも掲載さ

せていただきますので、ご承知おき下さい。もし差し支えがある場合は、別途ご相

談下さい。

(4)会場設営等の関係上、発表の際にパワーポイント等を使用する場合は、その旨、

事前に御連絡下さい。

(5)発表後、質疑宴応答の時間がありますので、御承知おきください。

【本件連絡先】

文部科学省初等中等教育局教育課程課

教育課程企画室審議"調整係

(西川、石田、堀家、谷原、入口、岡田)

電話:03-5253-4111 (内2613)

FAX:03-6734-3734
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平成28年11月4日

全国養護教諭連絡協議会 会長 木嶋晴代

中央教育審議会初等中等教育分科会

教育課程部会教育課程企画特別部会

主査 無藤 隆 様

次期学習指導要領等に向けたこれまでの審議のまとめに関して、子供の心身の健やかな成長を願い、

健康の保持増進にあたる養護教諭の立場から下記の意見を提出いたします。

記

1 社会に開かれた教育課程の実現

これまでの審議のまとめにおいて、子供たちが、社会とのつながりの中で、自らの人生や社会をより

よく変えていくことができるという実感を持つことは、困難を乗り越え、未来に向けて進む希望と力を

与えることにつながるとしている。子供たちが、これからの時代を生きていくための資質・能力を育む

ために、学校と社会がこれらを共有し、 「社会に開かれた教育課程」の役割が期待されている。

養護教諭は、これまでも、多様化、複雑化している健康課題改善に向けた対応として、子供たちの成

長や発達を総合的・経年的に支援するコーディネーターとして、学校内外との連携を踏まえ実践を重ね

てきている。変化の激しいこれからの社会を生きていく力の育成のために、次期学習指導要領等におけ

る養護教諭の果たす役割はさらに大きなものになると考える。今後も、学校保健計画、学校安全計画、

食に関する指導の全体計画を受けて具体的な保健室経営計画のもと、 「チーム学校」の具現化と、 「社会

に開かれた教育課程」の実現を目指していくことが重要であると考える。

2 教科等横断的な健康教育の推進について

次期学習指導要領等においては、すべての学習の基盤となる力や現代的な諸課題に対応して求められ

る資質・能力が、教育課程全体を通じて育成されるよう、教科横断的なっながりを明示することとされ

た。さらに、地域や社会と連携・協働しながら教育課程を通じて学校教育の改善・充実を図っていくこ

との重要性が示されている。生涯にわたって健康で安全な生活や健全な食生活を送ることができるよう、

必要な情報を自ら収集し、意思決定や行動選択を行うことができる力を、子供たち一人一人に育むこと

が強く求められている。そのためには教科間相互の連携を図っていくことが重要であり、学校全体で健

康教育が展開されることを期待している。

養護教諭は、学校保健計画等の作成・評価・改善に専門性を発揮して参画している。今後も地域や家
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庭と連携した実施に、コーディネーターとしての役割がさらに重要と考える。

3 教科等における改訂の具体的な方向性について

(D 体育・保健体育について

社会の変化に伴う新たな健康課題に対応した教育の必要性

〈資料1 〉

保健においては、少子高齢化や疾病構造の変化による現代的な健康課題の解決に役立つ内容の学習、

健康情報を分析し活用する学習、自他の健康課題を発見し解決していく学習、危険の回避や事故の防

止等につながる学習等について、さらなる充実が求められている。

近年の子供たちを取り巻く状況の急激な変化により、新たな健康課題が出現してきている。その中

で、自らの健康課題を把撞し、疾病等のリスクの軽減や質の向上、健康を支える環境づくりを、生涯

を通して実践できるような子供たちの育成のために、具体的に教育内容の改善が図られるということ

に賛同する。また、教材や教育環境の充実の中で、教員養成、教員研修、教材整備等の環境を整えて

いくことの必要性が述べられている。

医学的な情報や保健室で捉えた児童生徒の実態等、養護教諭による効果的な教材を活用しながらの

保健学習の成果は、全国養護教諭連絡協議会の調査結果の中にも示されている。養護教諭はさらに研

修を深めながら、保健学習へ積極的に参画していく必要性があると考える。

② 特別活動について

一人一人の適応や成長及び健康安全な生活の実現をめざした学級活動・ホームルーム活動

学級活動・ホームルーム活動は、主として個人が現在直面する生活における適応や成長、自立等に

関わる内容であり、 -人一人の理解や自覚、意思決定とそれに基づく実践等を大事にする活動である

と示されている。このことから、子供たちに出現している新たな健康課題の解決には、教科の保健学

習だけにとどまらず関係する教科、個別の生徒指導等との関連を図りながら学級活動の中でも保健指

導を積極的に進めていくことが大切であると考える。

具体的には、心身の健康、安全・防災等の視点の中で、一人一人の適応や成長及び自然災害時の自

助・共助など健康安全な生活の実現に向けて保健指導の充実を図っていく必要がある。さらに、特別活

動の充実を図るためには、 「チームとしての学校」の視点で、養護教諭、栄養教諭等の専門性を生かし

ながら学校全体で取り組むことが重要であると示されている。

各教科や各担当と連携を図りながら、専門性を生かした養護教諭の積極的な参画は、その成果が期

待できる。

4 特別支援教育の充実を図るための取組の方向性

特別支援教育の充実を図る取組の方向性が示された中に、各教科等における障害に応じた指導上の

工夫として、教科ごとに具体的に示された。このことから、特に通常学級の集団の中で不適応を起こし、
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学びにくさを感じている子供たちにとって、効果的な指導が展開されると期待できる。各教科の特性か

ら見られる行動に対して配慮のある支援が行われることは、子供の発達を踏まえた指導であり、そのこ

とにより、子供たち一人一人が自尊感情を持ち、将来の予測が難しい社会の中でも適応して生きていく

力が身についていくと期待できる。

養護教諭は、特別に支援を要する子供の早期発見や、個別の対応等において専門性を生かした視点で

支援している状況から、特別支援教育の校内体制の中に養護教諭が積極的に関わっていく必要がある

と考える。

5 実施するために何が必要か

学習指導要領等の実施に必要な諸条件の整備

(D教員の資質・能力の向上

「次世代の学校・地域」創生プランでは、国、教育委員会、学校、大学等が連携して、次期学習指導

要領等に向けて教員に求められる力を効果的に育成できるよう、求められる能力を明確にした教員育

成指標を踏まえた研修計画の策定などが実施されることとなっている。制度改革が具体的に推進され

ることを期待するとともに、教員一人一人の力量を高めるために、教科等の枠を超えた校内研修体制

の充実を図り、学校組織全体としての指導力の向上を図っていくことが重要である。

養護教諭も教育に携わる教員の一人として、同様に資質・能力の向上が図られるところである。し

かし、養護教諭は一校一名配置が多く、専門的な知識や技能の向上については、校外での研修が不可

欠であると考える。そのため、養護教諭の専門性の向上のために、教育委員会や地区レベルでの研修

体制の整備・充実を図り、研修の機会を確保していただきたい。本会では、研究協議会及び研修会を

実施して、養護教諭の資質・能力の向上を図っているところであり、今後もその充実に向けて使命を

果たしていきたいと考える。

② 指導体制の整備・充実 〈資料2 ・ 3〉

次期学習指導要領等を踏まえた教育の実現には、子供一人一人の学びを充実させるための少人数に

よるきめ細かな指導が必要であり、その指導や業務のあり方に対応するために必要な教職員定数の拡

充を図ることは重要であると考える。

子供たちが抱える心身の健康問題は、年々多様化・複雑化しており、一人一人のニーズに合わせた

対応には慎重さが求められ、家庭や専門機関、校内職員との連携を欠かすことができない。その中で、

養護教諭が保護者や教職員からの相談を受ける機会も多い状況である。養護教諭一校一人制の中では、

これらのニーズに十分に対応することが困難になりつつある。

さらに、心身の健康課題の予防や改善には、健康教育を系統的に積み重ね充実させていくことが必

要である。次期学習指導要領等については、教科間の横のつながりや、幼小、小中、中高の縦のつな

がりの見通しを持った教育課程の編成も目指しており、健康教育においても、幼児教育における健康
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な心と体を育てる教育から、課題解決を図り、生涯を通じて健康を保持増進することができる資質・

能力の育成へと充実、発展させていくことが大切である。

養護教諭は、子供たちの日々の健康生活の実態を把握できる立場にあり、そこから見えてくる課題

を子供たちにフィードバックしながら保健指導を行っている。そのことは、アクティブ・ラーニング

の視点につながり、子供たちの「主体的・対話的で深い学び」となり、ひいては生涯の健康づくりに

結びつくものと考える。

子供たちの健康課題の予防や改善のための個別対応の充実や保健教育に積極的に関わっていけるよ

う養護教諭の複数配置の基準見直しを図っていただきたい。
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全国養護教諭連絡協議会

一全国養護教諭連絡協議会 平成26年度養護教諭の職務に関する調査結果より一

<資料1 > 「教科保健の享受業」実施の効果

養護教諭が「教科保健の授業」を担当したことで、児童生徒にとってよかっだと思われること

(複数回答可)

児童生徒にとってよかったこととして、 「健康への関心や知識理解の深まり」と答えた割合が高

かった。児童生徒の知識理解や実践に結び付く効果が現れているため、今後も積極的に取り組むこ

とが大切である。
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<資料2 > 養護教諭と特別支援教育

① 養護教諭が関わった特別な支援が必要な児童生徒等の状態 (複数回答可)

自閉症 注意欠陥 学習障害 知的障害 病弱 肢体不自由 言語障害 聴覚障害 弱視 

紅 

"幼稚園 □小学校 ○中学校 ○高等学校 0㊥の 

i i I 

_」喜喜臆1喜 
i 

二二] 
i 

二〇二二〇_」 臆園丁 

0 20 40 60 80 1 

養護教諭が関わった特別な支援が必要な児童生徒等の状態としては、どの校種においても「自閉

症又はその疑い」、 「注意欠陥多動性障害又はその疑い」が多かった。小・中学校においては、 「知的

障害」の児童生徒の関わりも半数以上を占めていた。

② 特別な支援が必要な児童生徒等への関わり方 (複数回答可)

担任や教職員 問題行動 日垂の観察 

i i 

i 

○幼稚園 

"賀喜○○"鵜喜喜獲喜喜鵜喜喜喜漢 

喜喜喜鵜賀賀鵜獲喜喜l■1■喜喜喜 

早期発見 保護者 

i
i 

」_「 
□小学校 獲中学校 

i i 

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇績 二コ 

関係機関 他への理解 コーディネーター 

」 

"高等学校 0のろ〉 

i 

0 20 40 60 80 1 

校種にかかわらず約90%の養護教諭が、 「支援チーム」として特別な支援を必要とした児童生徒

等に関わっていた。また、 「担任や教職員からの相談への対応」、 「問題行動を起こしたときの対応」、

「日常の観察」、 「早期発見と情報提供」の割合も高くなっていた。
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<資料3> 保護者、教職員からの相談状況

① 保護者からの相談を受けたことがある養護教諭の割合

すべての校種において75%以上と、高い割合の養護教諭が保護者からの相談を受けていた。中で

も、幼稚園、小学校、中学校の養護教諭は80%を超えている。

② 保護者から受けた相談の内容 (複数回答可)

心身の健康

登板しぶり

発達障害

友人・部活

教師との関係

家族との関係

保護者自身

進路

圏幼稚園

S小学校

□中学校

"高等学校

S特別支援

0 20 40 60 80 100 飲〉

相談内容は、すべての校種において「心身の健康」が90%を超えている。次いで、 「登校しぶり」

に関する相談が小学校、中学校、高等学校は60%以上と高かった。
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③ 教職員からの相談を受けたことがある養護教諭の割合

教職員から相談を受けたことのある養護教諭の割合は、どの校程も高かった。特に中学校、高等

学校、特別支援学校は90%以上の養護教諭が教職員からめ相談を受けていた。

④ 教職員から受けた相談の内容(複数回答可)

相談内容は、
保護者からの相談と同様に、すべての校種において「心身の健康」が90%以上と最

も高く、次いで小学校、中学校、高等学校は、 「登校しぶり」に関する相談内容が高かった。
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事 務 連 絡

平成28年12月15日

特別支援教育ネットワーク推進委員会委員 各位

文部科学省初等中等教育局特別支援教育課

平成2 8年度特別支援教育ネットワーク推進委員会(第1 4回)の開催について

日頃から、特別支援教育の推進に関しましては、御理解と御協力を賜り厚く御礼申し上

げます。

さて、標記委員会を下記により開催しますので、御出席くださいますようお願いします。

開催日については、皆さまの御都合をできる限り勘案しましたが、御都合が合わない場合

は、代理の方の御出席が可能でしたら、御調整いただければ幸いです。なお、今回も標記

委員会後に懇親会を予定しております。

ついては、標語委員会及び懇親会の出欠を 「出欠票(別紙様式1) 」に、また、委員会に

て参加団体間で晴報交換を行うための資料とするため、各団体の活動状況等を 「情報交換シート

(別紙様式2) 」に、それぞれ御記入の上、いずれも平成2 9年1月20日(金)までに、下記

宛てにF AX又は電子メールにて御提出ください。

御多忙中大変恐れ入りますが、よろしくお願いします。

記

【平成2 8年度特別支援教育ネットワーク推進委員会(第1 4回) 】

日 時:平成29年2月24日(金) 15:00へ18:15

会 場:文部科学省5階 5F3会議室

内 容: (1)行政説明 (文部科学省及び厚生労働省)

(2)情報交換シートによる意見交換

(3)その他

※ 内容については、変更になる場合があります。

【平成2 8年度特別支援教育ネットワーク推進委員会懇親会】

日 時:平成29年2月24日(金) 18:30-19:30

会 場:文部科学省1階 食堂

参加費:一人あたり2, 000円程度(当日、受付時に参加費を頂戴いたします。 )

【本件連絡先】

文部科学省初等中等教育局

特別支援教育課発達障害企画係(野津、岩澤、山本)
〒100-8タう9 東京都千代田区霞ヶ関3」2「2

TBL : 03-673午3199 (直通) / FAX : 03-6734-3737

Em血: tckul)etu@mext.gojp
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(別紙様式2)

情報交換シート

全国養護教諭連絡協議会

②平成28年度

の活動内容 特別支援教育に関する活動状況

1 夏期研修会の開催

毎年夏期研修会に於いて、健康相談や特別支援への対応事例を基に、養護教諭の資質

向上を図るための保健室経営について、研修会を開催した。

2 特別支援教育に関する全国調査実施(平成2 6年度末・本会調査結果より)

(1)特別な支援が必要な幼児児童生徒にかかわった養護教諭の割合は8 3. 9%で、平

成26年度と比べると2. 2%増加している。

(2 )養護教諭がかかわった特別な支援を必要としている幼児児童生徒の状態について

※かかわりのあった学校4725校での割合(複数回答)から

養護教諭がかかわった特別な支援が必要な幼児児童生徒の

「軍書臆刀.4臆喜一」状態につ=いて二一一臆臆臆

園田四囲図

20.5

剖二重韮
圏困図四

(3)養護教諭の関わりについて

養護教諭のかかわりについて

○全体では「自閉症スペクト

ラム障害またはその疑い」

の割合75.4%と最も大き

く、ついで「注意欠陥多動

性障害またはその疑い」

69.7%、 「学習障害または

その疑い」 55.1%の順であ

る。

〇校種別の調査結果からは、

小・中学校においては知的

障害の児童生徒とのかか

わりも多くなっている。

O 「チーム支援の一員」の割

合89.8%と最も高く、つい

で「担任や教職員からの相

談」 77.4%、 「問題行動時

の対応」76.5%の順である。

〇校種別の調査結果からは、

どの校種においても「早期

発見と情報の提供」 「日常

の観察と記録」 「問題行動

を起こしたときの対応」

「担任や教職員からの相

談への対応」といったかか

わりが上位を占めている。

二〇養護教諭の専門性が生か
されている。

3 複数配置の要請・要望活動

通常学級に特別に支援を必要とする幼児児童生徒が入学することにより、養護教諭の

かかわりも多くなってきている。十分な支援ができるように養護教諭の複数配置の要

請・要望を行った。
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③ 29年度の

活動予定

特別支援教育に関する計画

1 子供たちへの支援のための研修会開催

(1)発達心理学、発達臨床心理学、学校心理学等の研修会(8月開催)

(2)いのちを大切にする心を育む研修会(8月開催)

2 特別支援教育に関する全国調査の実施

(1)調査開始(28年10月一29年1月)

(2)調査結果・報告書発行(10月)

(3)調査結果の活用

3 複数配置の要請・要望

(1)複数配置状況調査(6月)

(2)要請・要望(7月へ8月)

今後の具体的

な取組等
1 特別支援教育に関する研修会の実施

・毎年開催している夏期研修会に、特別支援に関する研修を組み入れ、養護教諭の特別支

援に関する知識・能力等の向上を図る。

2 特別支援教育に関する全国調査の実施

・隔年で実施し、全国の状況を把握する。

3 特別支蜜教育の実践例のまとめ

・研究誌「瑞星」に特別支援教育の実践例をまとめ、養護教諭の資質向上を図る。

・研究協議会での実践発表と協議

4 関係団体との連携

・研修会の講師派遣

・実態調査や啓発活動等の協力

5 複数配置の継続的な要請・要望

-
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平成29年2月10日

事 務 連 絡

文部科学省生涯学習政策局政策課

全国養護教諭連絡協議会 御中

第3期教育振興基本計画の策定に向けた御意見等の募集について(依頼)

平素より文部科学行政の推進につきまして多大な御協力をいただき、誠にあ

りがとうございます。

教育振興基本計下面は、教育基本法に基づき、教育の振興に関する施策の総合

的かつ計画的な推進を図ることを目的として政府として策定するものであり、

これに基づいて各般の教育施策を遂行しております。現行計画は、平成25年

度から平成29年度の5カ年を計画の対象期間としており、平成30年度からの

第3期教育振興基本計画の策定について、昨年4月に文部科学大臣より中央教

育審議会に対して諮問を行いました。

これを受け、中央教育審議会の下に設置した教育振興基本計画部会を中心に

審議が進められ、本年1月に「夢と自信を持ち、可能性に挑戦するために必要

となる力を育成する」 「社会の持続的な発展を叢新するための多様な力を育成

する」 「生涯学び、活躍できる環境を整える」 「誰もが社会の担い手となるため

の学びのセー.フティネットを構築する」 「教育政策推進のための基盤を整備す

る」の五つの今後の教育政策に関する基本的な方針などを掲げた「第3期教育

振興基本計画の策定に向けた基本的な考え方」が取りまとめられたところです。

今後は、本「基本的な考え方」を踏まえ、指標や基本施策などについて審議

が行われ、本年夏頃に審議経過報告、年末に答申というスケジュールで検討が

進められていく予定ですが、今後の審議に先立ち、広く国民の皆様から御提案

や御意見をいただくために2月4日(土)から3月5日(日) の間でパブリッ

クコメント(意見公募手続)を実施しております。

つきましては、御多用中恐れ入りますが、今後、各現場の状況を十分に踏ま

えた実効性のある計画ものとしていくために、次期計画における指標や基本施

策等について御提案や御意見等ございましたら、パブリックコメント(意見公

募手続)の要領に基づき御提出いただきたく存じます。
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いただいた御提案や御意見については、当省にて整理を行った上で、今後開

催される中央教育審議会教育振興基本計画部会において配布し、今後の審議に

役立ててまいりたいと考えております。

御不明な点等ございましたら、お手数ですが、下記担当まで御連絡をいただ

ければと存じます。

(同封資料)

・第3期教育振興基本計画の策定に向けた基本的な考え方(概要)

・第3期教育振興基本計画の策定に向けた基本的な考え方

・第3期教育振興基本計画の策定について(諮問)概要

・第3期教育振興基本計画の策定について(諮問)諮問理由

・中央教育審議会教育振興基本計画部会委員名簿

・第2-期教育振興基本計画パンフレット

・第2期教育振興基本計画

・ 「第3期教育振興基本計画策定に向けた基本的な考え方」に関するパブリ

ックコメント(意見公募手続)の実施について(実施要領)

※ 同封以外の関係資料については、以下の文部科学省HPを適宜御参照くだ

さい。

’教育振興基本計画部会関係: httP伽w.me(Xt.卿.i的men地軸hukvo14旭dex血m

・現行教育振興基本計画関係: h :〃www.me如. 厄menu庇eikaklV/deta11/133 5 03 9.h血

※ なお、パブリックコメントは以下のURしで実施しております。

. h請〕S:偽earch.e受ov.的.う。/servle伽1ic?CしASSNAiv旺≒PCMMSTDERAIL&id=1 85000874&Mode=0

【担当】

文部科学省 生涯学習政策局 政策課
教育改革推進室 松田、山本、松井、山口

〒100-8959

東京都千代田区霞が関3 -2-2

TEし:03-6734-3279 (直通)
FAX: 03-6734-371 1

E-mail mmatsuda@mext.gojp

S aOri-y@mext. go jp

血natui@mext. goj p

mayu-y@mext. go jp

- 63 -



平成29年3月3日

全国養護教諭連絡協議会

会 長 木嶋晴代

文部科学省生涯学習政策局政策課御中

第3期教育振興基本計画の策定について

意見の分類: ⑩

今後の教育政策に関する基本的な方針において、 「夢と自信を持ち、可能性に挑戦

するために必要となる力を育成する」ことが視点の-つとして挙げられている。

確かな学力に加え心身の充実を図る教育が大切であるが、子供たちが抱える心身

の健康問題は、年々多様化"複雑化している。養護教諭は、保健室での対応の中で、

いじめや不登校などの生徒指導上の問題や、課題を抱える家庭での問題を早期に

発見することも多く、その課題の未然防止と早期発見"早期対応のため、家庭や専門

機関、校内職員との連携を図るコーディネーター的役割を果たしたり、保健教育の推

進を図ったりしている。その役割は今後さらに増えていくことが考えられる。

養護教諭が、子供たち一人ひとりにより丁寧に向き合い、専門的な資質能力を発揮

できるよう、養護教諭の複数配置の基準の見直しを含めた定数改善と充実を図って

いただきたい。
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